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１ 庄川流域の概要 (１）流域及び氾濫域の概要

庄川は、その源を岐阜県高山市の烏帽子岳と山中峠に発し、富山県西部を流下し日本海に注ぐ流域面積1,189km2、

幹川流路延長115kmの1級河川である。

氾濫区域となる下流部は庄川用水合口ダム付近を扇頂とする扇状地で、富山県内一の穀倉地帯である砺波平野お

よび射水平野、富山県第2の都市である高岡市街地を貫流する。

河床勾配は、上・中流部で約1/100、下流部で約1/200とわが国屈指の急流河川となっている。

しょうがわ えぼしだけ やまなかとうげ

しょうがわようすいごうぐち となみ

いみず

たかやま

たかおか

河床勾配は、上・中流部で約1/100、下流部で約1/200とわが国屈指の急
流河川となっている。 庄川

水 源 ： 烏帽子岳（標高1,625m ）、山中峠（標高1,375m）

流 域 面 積 ： 1189km2

幹 川 流 路 延 長 ： 115km

流 域 内 市 町 村 ： 7市1村

流 域 市 町 人 口 ： 約4.6万人

［富山県］ 高岡市、射水市、富山市、砺波市、南砺市

［岐阜県］ 郡上市、高山市、白川村

想 定 氾 濫 区 域 総 人 口 ： 約29.7万人

基準地点

主要地点

既設ダム

建設中ダム

流域界

想定氾濫区域

県境

市町村界

凡 例
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［庄川流域位置図］［流域図］ ［流域諸元］

［河床勾配］

［庄川流域航空写真］

［庄川流域断面図］（写真（上）A－A‘断面図）

A

A’



発生年月日 発生要因 流量 被害状況

昭和9年7月 梅雨前線 3,361m3/s（小牧推定）
浅井村(現射水市)にて堤防決壊
死者20名、負傷者240名、家屋流失94棟、民家破損5,418棟、家屋浸水4,009棟、
田畑冠水(田3,986ha、畑182ha)

昭和34年9月 台風15号 1,906m3/s(大門実績） 伊勢湾台風による洪水

昭和36年9月 台風18号 1,457 m3/s(大門実績） 第二室戸台風による洪水

昭和50年8月 台風6号 1,289 m3/s(大門実績） 家屋浸水13棟、農地宅地1ha浸水

昭和51年9月 台風17号 2,646 m3/s(大門実績） 加越能鉄道庄川橋梁落橋 家屋流失8棟、家屋浸水42棟、農地宅地11ha浸水

昭和58年9月 台風10号 1,674 m3/s(大門実績） 家屋浸水15棟、農地宅地14ha浸水

昭和60年6月 梅雨前線 1,210 m3/s(大門実績） 床下浸水9棟、農地宅地16ha浸水

平成16年10月 台風23号 3,396 m3/s(大門実績） 1,400世帯に避難勧告が発令（高岡市、射水市）

平成30年7月 台風7号・前線 2,198 m3/s(大門実績） 一般被害なし

庄川流域は、梅雨、台風、冬期の降雪と年間を通じて降水量が豊富である。過去の庄川流域における洪水の多くは、
台風に起因するものが多くみうけられる。
庄川流域において発生した洪水は、昭和9年、34年、36年、50年、51年、58年、60年と頻繁に発生し、平成16年には
観測史上最高の流量を記録し、一部地域には避難勧告が発令された。

［主要洪水一覧表］

人的被害（人）

死者 行方不明者 負傷者

２０ 不明 ２４０

浸水被害

家屋（戸）
面積（ha）

流失 浸水

９４ ４，００９ ４，１６８

（左右岸数箇所で堤防破堤）

Ｈ16.10洪水
大門地点では、危険水位7.01mに対して、観測史上最大の水位7.68m（流量3,396m3/s）を記録した。
堤防や護岸に多大な被害があったほか、高岡市、新湊市（現射水市）、大門町（現 射水市）など
で1,400世帯、2,840人に避難勧告が出された。

Ｓ51.9洪水

Ｓ9.7洪水

人的被害（人）

死者 行方不明者 負傷者

０ ０ ０

浸水被害

家屋（戸）
面積（ha）

流失 浸水

８ ４２ １１

［主な洪水被害］

３，４００m3/s（小牧ダム放流量）

３，０００m3/s（大門地点：ダムなし流量）

１ 庄川流域の概要 (２）主要な災害
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平成19年7月に庄川水系河川整備基本方針を策定。基本方針では基本高水6,500m3/sに対し、利賀ダム等洪水調
節施設により700m3/sを調節し、計画高水流量5,800m3/sとしている。
平成20年7月に策定された「庄川水系河川整備計画」における目標流量は、4,200m3/s（戦後最大規模に相当）とし、
利賀ダムの整備により河道配分流量を、4,000m3/sとしている。

年 事業経緯

明治16年 国の直轄事業として河川改修に着手

明治33年
河川法適用河川に認定
（計画高水流量3,616m3/s）

明治33年～
大正元年

庄川の河口付替工事により、小矢部川と分離

昭和15年 計画高水流量を4,500m3/sに改定

昭和18年～
昭和34年

タワーエキスカベーターによる河床掘削

昭和39年7月 河川法改正

昭和41年6月
一級河川に指定
工事実施基本計画策定（雄神4,500m3/s）

昭和62年3月
工事実施基本計画改定（雄神地点：基本高水流量
6,500m3/s、計画高水流量5,800m3/sに改定）

平成元年5月 利賀ダム実施計画調査着手

平成5年4月 利賀ダム建設事業着手

平成6年11月 利賀ダムの建設に関する基本計画告示

平成9年6月 河川法改正

平成19年7月
庄川水系河川整備基本方針告示（雄神地点：基本高
水流量6,500m3/s、計画高水流量5,800m3/s）

平成20年7月 庄川水系河川整備計画策定

平成21年3月 利賀ダム基本計画（一部）変更告示

［河川改修の変遷］

２ 事業の概要 (１）治水計画の概要

②庄川水系河川整備計画（平成20年7月策定）

①庄川水系河川整備基本方針（平成19年7月策定）

平成９年の河川法改正を受けて、関係住民の意見を反映した治水・利水・環境の
総合的で具体的な計画を策定。

［主要地点における河道配分流量］

●大門 単位：m3/s
日
本
海

●河口 ■雄神

[6,500]
5,800

[　]：基本高水流量
 ■基準地点
 ●主要地点

庄 川5,900

和
田
川

●大門 単位：m
3
/s

日
本
海

●河口 ■雄神

[4,200]
4,000

[　]：河川整備計画目標流量
 ■基準地点
 ●主要地点

庄 川4,200

和
田
川

［主要地点における河道配分流量］
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２ 事業の概要 (２）事業概要

事業名 庄川直轄河川改修事業

実施箇所 富山県高岡市、射水市、砺波市 延長26.1km

事業諸元 堤防整備、急流河川対策、和田川合流点処理、橋梁架替、危機管理型ハード対策(堤防天端の保護)

事業期間 平成20年度（2008）～令和19年度（2037）（河川整備計画期間の30年間）

総事業費 約389億円 執行済額
（令和２年度末予定）

約132億円 残事業費 約257億円

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞

・庄川は、庄川用水合口ダム付近を扇頂とする扇状地で河床勾配約1/200の急流河川を形成し、富山県内一の穀倉地帯である砺波

平野及び射水平野、富山県第2の都市である高岡市街地を貫流する。このため、庄川が氾濫した場合は、拡散型の氾濫形態とな

り、広範囲に甚大な被害が及ぶ。

・昭和9年7月洪水では、複数地点で堤防が決壊、平成16年10月台風23号による洪水では、観測史上最高の水位を記録し、堤防や

護岸に多大な被害が発生したほか、高岡市、射水市で1,400世帯、2,840人に避難勧告が発令された。

・急流河川である庄川では、洪水時における河床変動が激しく、澪筋が不安定で水衝部が複雑に変化するため、いつ、どこで洗

堀・侵食が発生するか予測が困難である。また平均年最大流量程度の中小洪水においても、洗掘・侵食に起因する堤防・護岸

等の被災が発生する。

＜達成すべき目標＞

・庄川の洪水氾濫から沿川地域を防御するため、戦後最大洪水（平成16年10月洪水）に相当する規模の洪水を計画高水位以下で

安全に流下させる。目標流量は4,200m
3
/s（雄神地点）とし、利賀ダムの整備により河道配分流量を4,000m

3
/sとする。

・急流河川特有の流水の強大なエネルギーに対する堤防の安全を確保するため、急流河川対策を実施し、侵食等による堤防の決

壊の防止を図る。



３．前回評価からの進捗状況
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和
田
川

堤防整備
庄川（左岸25.7k～25.9k）

しょうがわ

堤防整備
大門（右岸6.2k～6.7k）
だいもん

合流点処理
和田川（右岸6.2k付近）

わだ

橋梁架替

新庄川橋（旧）・万葉線橋梁
まんよう

危機管理型ハード対策
（堤防天端の保護）

中田（右岸13.6k～16.4k）

なかだ

危機管理型ハード対策
（堤防天端の保護）

雄神（右岸16.8k～21.4k）
（右岸21.6k～23.4k）

おがみ

急流河川対策

大門（右岸7.4k～8.8k）
だいもん

急流河川対策
太田（左岸16.2k～17.8k）
おおた

危機管理型ハード対策
（堤防天端の保護）

大門（右岸6.2k～6.9k）
だいもん

急流河川対策

上高岡（左岸8.4k～9.2k）
かみたかおか

堤防整備
大島（右岸4.7k～5.2k）

おおしま

急流河川対策
戸出（左岸13.6k～14.2k）

（左岸15.2k～15.9k）

といで

高岡市

富山市

危機管理型ハード対策
（堤防天端の保護）

高岡（左岸0.0k～6.9k）
たかおか

堤防整備
高岡（左岸4.1k～6.9k）

たかおか

堤防整備
新湊（右岸0.0k～1.9k）

庄川では、河川整備計画策定以降、下流部の堤防整備や危機管理型ハード対策の整備等を実施している。

当面の事業として、破堤時に被害が大きくなる上高岡地区、太田地区、大門地区の急流河川対策等を実施している。

令和2年度末（予定）の大臣管理区間において堤防が必要な延長に対する計画断面堤防の堤防整備状況は82.2％。

［事業の進捗状況 R2年度末（予定）］

［河川改修事業の当面及び全体の事業展開］

：当面の事業
：その後の事業
：整備済み
：整備中

かみたかおか おおた
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だいもん

年 度 主な経緯

平成29年度 • 事業再評価（指摘事項なし、継続）

～
令和2年度

• 平成28年度より急流河川対策、上高岡地区（左岸8.4k～9.2k）、太田地区
（左岸16.2k～17.8k）、大門地区（右岸7.4k～8.8k）の整備を実施中。

［前回事業評価からの事業実施状況］

しんしょうがわ

凡例

堤防天端をアスファルト等で保護し、堤防への雨水の浸透を抑制するとともに、越水した場
合には法肩部の崩壊の進行を遅らせることにより、決壊までの時間を少しでも延ばす。

［危機管理型ハード対策（堤防天端の保護）］

事業期間

整備メニュー

河川整備計画（概ね30年間）

整備済みの事業
平成20年度（2008）
～令和元年（2019）

当面の事業
令和2年度（2020）

～令和7年度（2025）

その後の事業
令和8年度（2026）

～令和19年度（2037）

堤防整備

和田川合流点処理

橋梁架替

急流河川対策

危機管理型ハード対策
（堤防天端の保護）

なかだ

おがみ



想定氾濫区域の設定

想定被害額の算出

年平均被害軽減期待額

総便益（B）の算出

総便益（B）●氾濫計算
計画規模の洪水及び発生確率が異なる数洪水を
選定して氾濫シミュレーションを実施し、想定氾濫区
域を求める（庄川は、発生確率１／１０、１／３０、１
／５０、１／８０、１／１００、１／１５０で実施）

氾濫シミュレーション結果に基づき、流量規模別の
想定被害額を算出

●直接被害
・一般資産被害
（家屋、家庭用品、事業所資産等）
・農作物被害
・公共土木施設被害

●間接被害
・営業停止損失
・家庭における応急対策費用
・事業所における応急対策費用

●被害軽減額
事業を実施しない場合と実施した場合の差分

●年平均被害軽減期待額
流量規模別の被害軽減額にその洪水の生起確率
を乗じて、計画対象規模（１／１５０）まで累計する
ことにより算出

事業期間に加え、事業完了後５０年間を評価対象
期間として、年平均被害軽減期待額に残存価値を
加えて総便益（Ｂ）とする。

総費用（C）の算出

総費用（C）

費用対効果（B/C）の算出 ※便益、費用は年4％の割引率で割り引いて現在価値化しています。
※四捨五入しているため、合計値が合わない場合があります。

総事業費（建設費）の算出

維持管理費の算出

事業着手時点から治水施設完成までの総事業
費を算出
■全体事業

総事業費＝ ３４０億円
■残事業

総事業費＝ １６２億円
■当面６年間の事業

総事業費＝ １９億円

残存価値の算出

事業着手時点から治水施設完成後、評価期間
（５０年間）の維持管理費を求める。
（堤防の除草等の維持管理費、定期点検費用）
■全体事業

維持管理費＝ １３億円
■残事業

維持管理費＝ ２億円
■当面６年間の事業

維持管理費＝ １億円

●残存価値
構造物以外の堤防及び低水路と護岸等の構造物、
用地についてそれぞれ残存価値を算出

■全体事業
総費用（Ｃ）＝ 総事業費＋維持管理費

＝ ３５３億円
■残事業

総費用（Ｃ）＝ 総事業費＋維持管理費
＝ １６４億円

■当面６年間の事業
総費用（Ｃ）＝ 総事業費＋維持管理費

＝ ２０億円

＊直轄河川改修事業の全体事業とは、戦後最大規模の出水を対象に30年間で実施する事業であり、以降は「全体事業」と記載する。
当面6年間の事業については、急流河川対策を想定している。

＋

＝＋

＝

４ 事業の投資効果 (１）費用対効果分析 ①算出の流れ、方法

総便益（B）は、評価対象期間における年便益の総和及び評価対象期間終了時点における残存価値を加算し算定。

総費用（C）は、事業着手時点から整備が完了に至るまでの総建設費と評価対象期間内での維持管理費を加算し算

定。
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・用いる資産データ ：平成２７年度国勢調査、平成２６年度経済センサス、平成２６年度国土数値情報、平成２２年度（財）日本建設情報総合センター

［治水事業の主な効果］

－7－

４ 事業の投資効果 (１）費用対効果分析 ②被害額の算出方法

洪水氾濫による直接的・間接的な被害のうち、現段階で経済的に評価可能な被害の防止効果を便益として評価。

分類 効果（被害）の内容

直
接
被
害

一
般
資
産
被
害

家屋 浸水による家屋の被害

家庭用品 家財・自転車の浸水被害、ただし、美術品や貴金属等は算定しない

事業所償却資産 事業所固定資産のうち、土地・建物を除いた償却資産の浸水被害

事業所在庫資産 事業所在庫品の浸水被害

農漁家償却資産 農漁業生産に係わる農漁家の固定資産のうち、土地・建物を除いた償却資産

農漁家在庫資産 農漁家の在庫品の浸水被害

農作物被害 浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害
道路、橋梁、下水道、都市、
施設、電力、ガス、水道、鉄道、
電話、農地、農業用施設等

公共土木施設、公益事業施設、農地、水路等の農業用施設等の浸水被害

間
接
被
害

稼働被害
抑止効果

営業停止被害

事業所 浸水した事業所の生産停止・停滞（生産高の減少）

公共・公益サービス 公共・公益サービスの停止・停滞

事後的被害
抑止効果

応急対策費用

家計 浸水世帯の清掃等の事後活動、飲料水等の代替品購入に伴う新たな出費等の被害

事業所 家計と同様の被害

国・地方公共団体 水害廃棄物の処理費用



●河川改修事業に関する総便益（Ｂ）

●算定結果（費用便益比）

河川改修事業に係わる建設費及び維持管理費を計上

※ 社会的割引率（年4%）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定 ※ 表示桁数の関係で費用対効果算定資料と一致しない場合がある

●河川改修事業に関する総費用（Ｃ）

便益の現在価値化の合計＋残存価値
Ｂ／Ｃ ＝

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計

●感度分析
項目

事業費 工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

費用対便益 32.9 36.0 35.0 33.7 37.6 31.1

当面6年間の事業に対する総費用(Ｃ) 

④建設費 19億円

⑤維持管理費 1億円

⑥総費用(④+⑤) 20億円

当面6年間の事業に対する総便益(Ｂ) 

①被害軽減効果 1,674億円

②残存価値 ０億円

③総便益(①+②) 1,674億円

＝３４．４（全体事業）、１０．９（残事業）、
８３．８（当面6ヶ年）

全体事業に対する総便益(Ｂ) 

①被害軽減効果 12,129億円

②残存価値 4億円

③総便益(①+②) 12,133億円

全体事業に対する総費用(Ｃ) 

④建設費 340億円

⑤維持管理費 13億円

⑥総費用(④+⑤) 353億円

残事業に対する総便益(Ｂ) 

①被害軽減効果 1,789億円

②残存価値 2億円

③総便益(①+②) 1,791億円

残事業に対する総費用(Ｃ) 

④建設費 162億円

⑤維持管理費 2億円

⑥総費用(④+⑤) 164億円

（全体事業）

４ 事業の投資効果 （１）費用対効果分析 ③費用対効果の算定

河川改修事業の全体事業の総便益は12,133億円、総費用は353億円、Ｂ／Ｃは34.4。

残事業の総便益は1,791億円、総費用は164億円、Ｂ／Ｃは10.9。

当面6年間の事業の総便益は1,674億円、総費用は20億円、Ｂ／Ｃは83.8。

－8－



４ 事業の投資効果 (２）氾濫シミュレーション結果 ①全体事業の投資効果

堤防整備や急流河川対策等により、平成16年10月洪水と同規模の洪水（雄神地点：4,200m³/s）を流下させ

た場合の想定氾濫被害が、被災人口で7,180人、床上浸水戸数で3,342戸、浸水面積で約14km²解消される。

－9－

被害状況 被害状況

被害総額（億円） 4,532
被災人口（人） 38,085
床下浸水戸数 3,456
床上浸水戸数 11,088
浸水面積（km2） 20

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

おがみ

①事業を実施しなかった場合
【河川整備計画着手時点（平成20年度末時点）】

②事業を実施した場合
【河川整備計画完了時点（令和19年度末時点）】

平成１６年１０月洪水と同規模の洪水を流下させた場合における想定氾濫区域図

被害総額（億円） 6,765
被災人口（人） 45,265
床下浸水戸数 2,837
床上浸水戸数 14,430
浸水面積（km2） 34

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道



４ 事業の投資効果 （２）氾濫シミュレーション結果 ②現時点までの事業による投資効果

－10－

現時点までの整備により、平成16年10月洪水と同規模の洪水（雄神地点：4,200m³/s）を流下させた場合の

想定氾濫被害が、被災人口で3,390人、床上浸水戸数で1,645戸、浸水面積で約9km²解消される。

被害状況

被害総額（億円） 6,765
被災人口（人） 45,265
床下浸水戸数 2,837
床上浸水戸数 14,430
浸水面積（km2） 34

①事業を実施しなかった場合
【河川整備計画着手時点（平成20年度末時点）】

被害状況

被害総額（億円） 5,865
被災人口（人） 41,875
床下浸水戸数 3,123
床上浸水戸数 12,785
浸水面積（km2） 25

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

おがみ

②事業を実施した場合
【現時点（令和2年度末時点）】

平成１６年１０月洪水と同規模の洪水を流下させた場合における想定氾濫区域図



４ 事業の投資効果 （２）氾濫シミュレーション結果 ③当面（6年間）の事業による投資効果

－11－

当面の事業として太田地区（左岸16.2k～17.8k）の急流河川対策対策の整備により、平成16年10月洪水と同

規模の洪水（雄神地点：4,200m³/s）を流下させた場合の当該区間における想定氾濫被害が全て解消される。

被害状況

被害総額（億円） 2,185
被災人口（人） 20,750
床下浸水戸数 2,242
床上浸水戸数 5,944
浸水面積（km2） 16

①太田地区で事業を実施しなかった場合
【現時点（令和2年度末時点）】

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

②太田地区で事業を実施した場合
【当面6年間の事業完了時点（令和7年度末時点）】

被害状況

被害総額（億円） 0
被災人口（人） 0
床下浸水戸数 0
床上浸水戸数 0
浸水面積（km2） 0

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

平成１６年１０月洪水と同規模の洪水を流下させた場合における想定氾濫区域図

太田地区の急流
河川対策が完成
すれば太田地区
からの浸水被害
は解消



被害状況 被害状況

被害総額（億円） 0
被災人口（人） 0
床下浸水戸数 0
床上浸水戸数 0
浸水面積（km2） 0

４ 事業の投資効果 （２）氾濫シミュレーション結果 （参考）整備計画事業による投資効果

－12－

河川整備計画における河道の整備状況下で、利賀ダムの建設により、平成16年10月洪水と同規模の洪水を流下さ

せた場合の想定氾濫被害が全て解消される。

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

①事業を実施しなかった場合（利賀ダムなし）
【河川整備計画完了時点（令和19年度末時点）】

②事業を実施した場合（利賀ダムあり）
【河川整備計画完了時点（令和19年度末時点）】

平成１６年１０月洪水と同規模の洪水を流下させた場合における想定氾濫区域図

被害総額（億円） 4,532
被災人口（人） 38,085
床下浸水戸数 3,456
床上浸水戸数 11,088
浸水面積（km2） 20

＜雄神地点：4,200m3/s＞ ＜雄神地点：4,000m3/s＞
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４ 事業の投資効果 （3）貨幣換算できない人的被害等の算定（試行）

貨幣換算できない災害時要配慮者数、最大孤立者数、電力停止による影響人口の変化について算定。

事業実施による効果発現時点において、平成16年10月洪水と同規模の洪水を想定した場合、事業を実施しない場

合、庄川流域では、災害時要援護者数が約17,000人、最大孤立者数が約18,000人（避難率40%）、電力停止による影

響人口が約42,000人と想定されるが、事業を実施した場合、災害時要援護者数が約15,000人、最大孤立者数が約

15,000人、電力停止による影響人口が約37,000人に軽減される。

－13－

［各指標の対象及び算定条件］

指標 災害時要配慮者数 最大孤立者数 電力停止による影響人口

対象
浸水深0cmを上回る浸水区域に居住す
る人口

浸水深30cm以上に居住する災害時要配慮者
浸水深50cm以上に居住する災害時要配慮者以外

浸水により停電が発生する住居等の居住者

算定
条件

高齢者（65歳以上）、障がい 者、乳幼児
（7歳未満）、妊婦等人口を算出

氾濫発生時における時系列孤立者数の最大値を
算出
避難率は0％、40％、80％の3パターン

浸水深70cmでコンセントが浸水し、屋内配線が
停電する
浸水深100cm以上で9割の集合住宅等において
棟全体が停電する
残り1割の集合住宅等については、浸水深340cm
以上の浸水深に応じて、階数毎に停電が発生

16,823
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浸水区域内人口の災害時要援護者数 最大孤立者数（避難率40%） 電力の停止による影響人口

41,528
36,587

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

事業を実施

しない場合

事業を実施

した場合

電
力
の
停
止
に
よ
る
影
響
人
口
(
人
)



［築堤工事における情報化施工の取り組み］

車載モニタによる締固め回数等の表示状況

５ コスト縮減の取り組み

急流河川対策において、護岸基礎にプレキャスト製品の活用によりコスト縮減・工期短縮を実施。

■ 築堤工事の盛土作業に情報化施工を取り入れ、土砂の締固に伴う品質・出来型管理業務の軽減と工期の短縮を

図っている。 また、建設現場の生産性向上や週休2日等の取り組みを推進している。

［急流河川対策におけるプレキャスト製品の活用］

－14－

［建設現場の生産性向上の取り組み］

クレーンによる法留基礎（プレキャスト製品）の据付け

モニタ－による締固め回数等の自動表示

土砂の締固め回数を自動的にカウントし出来型管理業務等の軽減を図る



６ 事業を巡る社会情勢等 （１）地域の開発状況

庄川流域の関係市町村における総人口は横ばい傾向にあり、沿川の状況に大きな変化はない。
庄川流域の水田・畑面積は経年的に減少傾向にあるが、近年は横ばい傾向となっている。
日本海側の産業基盤となる主要交通網として、あいの風とやま鉄道、北陸自動車道、東海北陸自動車道、能越自動
車道、一般国道8号が通過している。また、北陸新幹線や高岡砺波スマートＩＣの開通により、今後の更なる地域開発
が期待されている。

－15－
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［進展する高速交通網］

庄川流域の関係市町村における水田・畑面積の推移（出典：岐阜県HP、富山県HP）

［人口世帯数、水田畑面積の変化］
• 総 人 口 H22 300,436人 → H27 295,207人 （- 1.7%）
• 総世帯数 H22 101,038世帯 → H27 104,577世帯 （+  3.5%）
• 水田面積 H22 40,196ha → H27 39,618ha （- 1.4%）
• 畑 面 積 H22 6,156ha → H27 6,068ha （- 1.4%）

庄川沿川の高岡・射水地域は、国際拠点港湾・日本海側拠点港等に指定され
ている伏木富山港を有し、環日本海地域への交流のゲートウエイを担う地域で
あり、人、経済、文化等の幅広い交流・流通拠点として発展が見込まれている。
さらに、北陸自動車道のほか、東海北陸自動車道、能越自動車道が交差する
拠点にあり、平成27年3月に開通した北陸新幹線を含めて高速交通ネットワー
クが形成されている。
また、高岡砺波スマートＩＣの開通により、高速交通ネットワークへのアク
セス性が向上し、庄川沿川における企業立地の促進や新たな産業団地の整備が
予定されるなど、今後の更なる地域開発が期待されている。

出典：高岡市HP
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［人口・世帯数の推移］

庄川流域の関係市町村における総人口と総世帯数の推移
（出典：岐阜県HP、富山県HP）

あいの風とやま鉄道

［水田・畑面積の推移］

［高岡砺波スマートＩＣの位置図］

［庄川左岸側の状況］



６．事業を巡る社会情勢等 （２）地域の協力体制、関連事業との整合

■ 地域の協力体制

国・県・市町村等が連携・協力して、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進する

ことにより、庄川、常願寺川、神通川及び小矢部川において氾濫が発生することを前提として地域全体で常に洪水に備

える「水防災意識社会」を再構築することを目的として、平成28年度に減災対策協議会を発足。

■ 関連事業との整合

高岡砺波スマートＩＣの整備に合わせ、 高岡市が庄川左岸堤防を兼用道路として利用し、「地域住民の安全性」と「円滑

な地域交通」を確保することを目的とした地域道路交通網の整備を実施。

■ 沿川自治体

昭和62年8月に高岡市、新湊市（現射水市）、砺波市、小矢部市、大門町（現射水市）、福岡町（現高岡市）、大島町（現

射水市）、庄川町（現砺波市）の首長、議会議長によって組織された「庄川・小矢部川改修促進期成同盟会」では、庄川

の早期改修を望む要望が多い。

－16－令和元年６月開催の協議会の状況

［減災対策協議会］ ［庄川左岸堤防（兼用道路）］



【事業を巡る社会経済情勢等の変化】

・庄川流域の関係市町村における総人口は横ばい傾向にあり、沿川の状況に大きな変化はない。

・庄川流域の水田・畑面積は経年的に減少傾向にあるが、近年は横ばい傾向となっている。

・日本海側の産業基盤となる主要交通網として、あいの風とやま鉄道、北陸自動車道、東海北陸自動車道、能越自動車道、一

般国道8号が通過している。また、北陸新幹線および高岡砺波スマートＩＣの開通により、今後の更なる地域開発が期待さ

れている。

【事業の投資効果】

・堤防整備や急流河川対策等により、平成16年10月洪水と同規模の洪水（雄神地点：4,200m³/s）を流下させた場合の想定氾

濫被害が、被災人口で7,180人、床上浸水戸数で3,342戸、浸水面積で約14km²解消される。

【事業の進捗状況】

・明治16年に、国の直轄事業として河川改修に着手。

・直轄化以降、堤防整備、急流河川対策等を実施。

・令和2年度末（予定）の大臣管理区間において堤防が必要な延長に対する計画断面堤防の堤防整備状況は82.2％。

・これまで、危険な箇所から順次事業の進捗を図ってきている。現在は、流下能力の向上と急流河川特有の強大な洪水のエネ

ルギーに対する堤防の安全確保のため、堤防整備、急流河川対策を重点的に実施しているが、未だ治水上対応しなければな

らない箇所がある。

・治水事業の進捗に対する地元からの強い要望もあり、今後も引き続き計画的に事業の進捗を図ることとしている。

■ 事業の必要性等に関する視点

・護岸基礎の材料としてコンクリート二次製品の活用をすることにより、工期短縮・コスト縮減を図っている。

・河道内樹木について、伐採後に伐木を無償配布することにより、コスト縮減を図っている。

・新技術、施工計画の見直し等代替案の検討により、一層のコスト縮減や環境負荷低減を図っていく。

■ 事業の進捗の見込みの視点

７．事業の必要性、進捗の見込み等

■ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

おがみ
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■ 関係する地方公共団体等の意見

・事業継続に同意する。

今後ともコスト縮減に努め、早期に効果が発現されるよう整備促進に格段の配慮を願いたい。



■ 対応方針(原案)：事業継続

・当該事業は、現時点においても、その必要性、重要性は変わっておらず、事業進捗の見込みからも、引き続き事業を継続す

ることが妥当であると考える。

８．対応方針（原案）
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